
別表（第６条の２関係）  

 

１  電柱、標柱又は水道管等の地下埋設物を設置するため土地を貸し付ける場合の貸付

料の基準  

種別  
電柱  

標柱  
第１種  第２種  第３種  

 

 

貸

付

料  

単位  １本１年  １本１年  

 

所

在

地  

大阪市の区域  ２，６００円  ４，１００円  ５，６００円  ３，１２０円  

大阪市以外の市

の区域  
１，７００円  ２，７００円  ３，７００円  １，９００円  

町及び村の区域  １，０００円  １，６００円  ２，２００円  １，２００円  

※「第 1 種電柱」とは、電柱のうち３条以下の電線（当該電線を設置する者が設置するものに

限る。以下「第２種電柱」、「第３種電柱」において同じ。）を支持するものを、「第２種電柱」

とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、「第３種電柱」とは、電柱のうち６条

以上の電線を支持するものをいう。  
 

 

 

種別  

地下埋設物  

外径 

100mm未満

のもの 

外径 

100mm以上

150mm未満

のもの 

外径 

150mm以上

200mm未満

のもの 

外径 

200mm以上

400mm未満

のもの 

外径 

400mm以上

1,000mm未

満のもの 

外径

1,000mm 

以上のもの 

 

 

貸

付

料  

単位  １メートル１年  

 

所

在

地  

大 阪 市 の区

域  
１４０円  １８０円  ２４０円  ４９０円  1,200 円  2,400 円  

大 阪 市 以 外

の市の区域  
８０円  １２０円  １６０円  ３２０円  ８１０円  1,600 円  

町 及 び村 の

区域  
５０円  ７０円  １００円  ２００円  ５００円  1,000 円  

 備考  

①  長さを計算する場合において、その長さに１メートルに満たない端数があるとき、又はそ

の全長が１メートルに満たないときは、その端数又は全長を１メートルとする。  

②  年度の途中において貸し付ける場合の当該年度の貸付料は、貸付けの月から月割り

をもって徴収するものとする。  

③ 貸付料の１件の額に１０円未満の端数があるときは、その端数の金額を１０円とし、貸付

料の１件の額が１００円に満たないときは、１件の額を１００円とする。  

 

２  電気電信事業者の電気通信設備に対する財産の貸付料の基準  

（１）土地  

種別  単   位  
金額（1 年）  

田  畑  宅地  その他  

本柱  

本柱 （H柱又は人形柱

を除く）コンクリート柱もし

くは鉄柱 １本又は鉄塔

の使 用 面 積 1.7平 方 メ

ートルまでごとに  

１，８７０円  １，７３０円  １，５００円  １８０円  

H柱又は人形柱１本ごと

に 
３，７４０円  ３，４６０円  ３，０００円  ３６０円  

支線又  

は支柱  
１本ごとに  １，８７０円  １，７３０円  １，５００円  １８０円  



附属設備  

線路保護用柱、水底線

標示柱、支線柱 、標柱

又は標石１本ごとに  

１，８７０円  １，７３０円  １，５００円  １８０円  

ハンドホール又はマンホ

ール１個ごとに  
３，７４０円  ３，４６０円  ３，０００円  ３６０円  

その他  

の設備  

使用面積 1.7 平方メート

ルまでごとに  
１，８７０円  １，７３０円  １，５００円  １８０円  

 

 (２）土地に定着する建物その他工作物  

  線路を支持する場所 1 箇所ごとに   年額  １，５００円  
 
備考  

① 年度の途中において貸し付ける場合の当該年度の貸付料は、貸付けの月から月割り

をもって徴収するものとする。  

②  貸付料の１件の額に１０円未満の端数があるときは、その端数の金額を１０円とし、貸

付料の１件の額が１００円に満たないときは、１件の額を１００円とする。  

 

３  公衆電話、タクシー呼出電話、構内電話及び自動販売機に対する財産の貸付料の基準  

種  類  単  位  使用料又は貸付料  

公衆電話及びタクシー呼出

電話（ボックス型、ポール型）  
1 台 1 年につき  

８，０００円  

公衆電話及びタクシー呼出

電話（卓上型）  
３，７００円  

構  

内  

電  

話  

 基  本  額  
交換機と端末機  

10台まで1年につき 
１１，１００円  

 加  算  額  
端末機 10台までごと

に1年につき 
６，９００円  

 

 

自  

動  

販  

売  

機  

面積 0.5平方 メートル未

満のもの 

1 台 1 年につき  

８，７００円  

面積 0.5平方 メートル以

上 １平方 メートル未満の

もの 

１７，３００円  

面積１平方 メートル以上

のもの 

面積 １平方 メートルの場合にあ

っては 19,000円 、面積 １平方 メ

ートルを超 える場合にあっては

19,000円に0.1平方メートルを増

すごとに1,800円を加算した額  

 

備考  

①  年度の途中において貸し付ける場合の当該年度の貸付料は、貸付けの月から月割り

をもって徴収するものとする。  

② 貸付料の額に１００円未満の端数があるときは、その端数金額を１００円とする。  

③ 構内電話は、いつでも端末機が接続できる形で配線され維持管理されている場合には、

端末機が接続されているか否かを問わず、貸付料の算出に係る端末機の数に含める。  

 



４  特別高圧架空送電線線下敷として土地を貸し付ける場合の貸付料の基準  

(1) 貸付期間１年につき、次に定める算式により計算した額とする。 

             2   当該土地のうち貸し付ける部分の面積  

  当該土地の価額  × 100 ×     当該土地の面積  

(2) 当該土地の価額は、固定資産台帳に登載された価額とする。  

   ただし、当該価額により難い場合は、理事長と協議の上、近傍類地の価額等に比準

した価額によることができる。  

(3) 使用期間若しくは貸付期間が１年に満たないとき又は使用期間若しくは貸付期間に１

年未満の端数があるときの使用料又は貸付料の額の基準は、(1)の規定による額を日割

りによって計算した額とする。  

(4) 算定した額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を１００円とする。  

 

５  公募により固定資産の貸付けを行う者を選定する場合の貸付料の基準  

(1) 貸付先を公募する際の選定基準として価格要件を設ける場合は、第６条、第６条の２

及び第７条による額を最低価格とし、公募により決定した額を貸付料とする。 

 (2) 最低価格を月額として公募する場合は、第６条、第６条の２及び第７条による額を１２

で除した額を最低価格とし、公募により決定した額を貸付料とする。 

(3) 年度の途中において貸し付ける場合の当該年度の貸付料は、（１）及び（２）により決

定した額を日割りによって計算した額とする。  

(4) 貸付料の額に１００円未満の端数があるときは、その端数金額を１００円とする。  

 

６  公募によらず固定資産を貸し付ける場合で、理事長が特別な理由があると認める
場合の貸付料の基準は、別に定める。  

 

  


